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事業所における新型コロナウイルスワクチン接種促進のための労働環境 

の整備について（依頼） 

 

 日頃、本県行政に格別の御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 また、新型コロナウイルス感染症の感染防止策等に格別の御高配を賜り、重ねて御礼

申し上げます。 

さて、現在、感染力が強いと言われるデルタ株への置き換わりが進み、県内において

も、７月以降、急激に感染者が増加し、医療供給体制も厳しさを増しております。 

このような状況の中、発症リスクと重症化リスクの予防効果が期待されているワク

チン接種への関心が高まっているところであり、県としてもワクチンの早期接種に向

けて、ワクチン供給について必要に応じたきめ細かな調整や、県独自の集団接種などに

全力で取り組んでいるところです。 

労働者の皆様が安心してワクチン接種を受けられるためには、事業者において、ワク

チン接種時やその後の副反応が見られた場合に、休暇を取得しやすくするなどの職場

環境の整備が特に重要であると考えております。 

経済団体の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点か

ら、労働者の方が安心してワクチンの接種を受けることができるよう、下記の事項につ

いて会員の皆様の御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

 



１ 新型コロナウイルスワクチンの接種時や接種後に副反応が発生した場合の療養な

どの場面に活用できる休暇制度等を整備いただきたいこと。 

 

２ 休暇制度のほか、ワクチン接種の時間につき労務から離れることを認めるなどの

柔軟な勤務時間の取扱いについても、労働者の希望等を踏まえて検討いただきたい

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業労働部労働雇用課労働環境係 

 （課長）小林弘一 （担当）中澤 昭 

 電話 026-235-7118 ＦＡＸ 026-235-7327 

 Ｅメール rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 

健康福祉部感染症対策課ワクチン接種体制整備室 

 （室長）山邉英夫 （担当）百瀬 雄一 

 電話 026-235-7319 ＦＡＸ 026-235-7334 

 Ｅメール corona-vaccine@pref.nagano.lg.jp 



 

＜ワクチン接種に関する休暇や労働時間の取扱い＞ 

 

（厚生労働省 「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（企業の方向け）」（令和３年７月 28日時

点版）から抜粋） 

 

問 20 自社に勤める労働者が新型コロナワクチンの接種を安心して受けられるよ

う、新型コロナワクチンの接種や接種後に発熱などの症状が出た場合のために、特

別の休暇制度を設けたり、既存の病気休暇や失効年休積立制度を活用したりでき

るようにするほか、勤務時間中の中抜けを認め、その時間分終業時刻を後ろ倒しに

することや、ワクチン接種に要した時間も出勤したものとして取り扱うといった

対応を考えています。どういった点に留意が必要でしょうか。 

 

職場における感染防止対策の観点からも、労働者の方が安心して新型コロナワクチ

ンの接種を受けられるよう、ワクチンの接種や、接種後に労働者が体調を崩した場合な

どに活用できる休暇制度等を設けていただくなどの対応は望ましいものです。 

また、①ワクチン接種や、接種後に副反応が発生した場合の療養などの場面に活用で

きる休暇制度を新設することや、既存の病気休暇や失効年休積立制度（失効した年次有

給休暇を積み立てて、病気で療養する場合等に使えるようにする制度）等をこれらの場

面にも活用できるよう見直すこと、②特段のペナルティなく労働者の中抜け（ワクチン

接種の時間につき、労務から離れることを認め、その分終業時刻の繰り下げを行うこと

など）や出勤みなし（ワクチン接種の時間につき、労務から離れることを認めた上で、

その時間は通常どおり労働したものとして取り扱うこと）を認めることなどは、労働者

が任意に利用できるものである限り、ワクチン接種を受けやすい環境の整備に適うも

のであり、一般的には、労働者にとって不利益なものではなく、合理的であると考えら

れることから、就業規則の変更を伴う場合であっても、変更後の就業規則を周知するこ

とで効力が発生するものと考えられます（注）。 

こうした対応に当たっては、新型コロナワクチンの接種を希望する労働者にとって

活用しやすいものになるよう、労働者の希望や意向も踏まえて御検討いただくことが

重要です。 

注 常時 10人以上の労働者を使用する事業場の場合、就業規則の変更手続も必要です。 
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